
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今こそ 知りたい ！  
 

 

 

 

 

 

 

明日香
あ す か

 壽
じゅ

川
せん

 氏 

2023 年10 月 15 日［日］午前 10：00～12：00 

石川県地場産業振興センター 本館２階 第１研修室 
 

 ［対 象］ どなたでも 

 ［参加費］ 無料 
 

［主催］石川県保険医協会 

     〒920-0853 金沢市本町 2－11－7 金沢フコク生命駅前ビル 7 階 

     ＴＥＬ 076-222-5373（平日 9：00～17：00）  ＦＡＸ 076-231-5156 

     https://ishikawahokeni.jp/ 

東京大学工学系大学院（学術博士）、INSEAD（経営学修士）。京都大学

経済研究所客員助教授などを経て現職。専門は環境エネルギー政策。

『今こそ知りたいエネルギー・温暖化政策 Q&A（2023年版）―政府 GX

による原発回帰は、国民負担が増すだけで、脱炭素にもエネルギー安

定供給にもつながらない』（原子力市民委員会、2023年）『グリーン・

ニューディール：世界を動かすガバニング・アジェンダ』（岩波書店、

2021年）など著書多数。 
 

 Zoom併用 

原発 ≠ 電力安定供給 

原発 ≠ 脱炭素 

    原発投資は… 

 お金のムダ ! 
 

 温暖化対策を遅らせる！ 
 

 電気代も高騰 ！ 

温暖化政策 
 

 

 

 

 

 

 

 

講演 

東北大学東北アジア研究センター・ 

同大学院環境科学研究科教授 

それでも 原発推進の旗を 

   降ろさないのは  なぜ ?! 

       

この夏 地球 沸騰化! 

第 21 回 原発・いのち・みらいシリーズ講演会 

 

  エネルギー・ 
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１． 講演抄録 本資料 2㌻ 

2. 石川県保険医協会 原発・いのち・みらいプロジェクトの紹介 本資料 3-4㌻ 

3． 講演資料 本資料 5-16㌻ 

4. 講師推薦図書 『最新図説 脱炭素の論点 2023-2024』 本資料 17㌻ 

→受付で販売 

5． 冊子 『今こそ知りたい エネルギー・温暖化政策 Q&A（2023年版）』 

   Zoom参加の方は下のサイトからご覧ください。 
   http://www.ccnejapan.com/?p=13651 

別冊 

（会場参加者に配布） 

6． 参加者アンケート 別紙 

7． 署名 3種 

  ・ 岸田政権の新・原発推進政策の撤回を求める全国署名 

  ・ 国の原発事故責任を認める最高裁判決を求める署名 

  ・ 「現行の健康保険証を残してください」請願署名 ・ リーフレット 

別紙 

8． 原子力市民委員会 『原発ゼロへの道』 案内チラシ 別紙 

9． 石川県保険医協会主催 「在宅医療講演会 2023」 案内チラシ 別紙 

10． 石川県保険医協会発行 『福祉マップ』 案内チラシ  別紙→受付で販売 

 

 

 

グリーンニューディールを進めて 

グリーンウォッシュを防ぐために知るべきこと 
 

 政府のグリーントランスフォーメーション（GX）を名目とした原発推進においては、電力安定供給および脱

炭素化の二つがその理由として強調されている。しかし、他の発電エネルギー技術などと比較した場合、原

発は電力の安定供給にも脱炭素にも貢献しない。逆に、原発に投資することで、他のより経済合理的な発電

エネルギー技術への投資が減ることになり、これは電気代の高騰をもたらすだけでなく、脱炭素を遅らせる

ことになる。 

 本講演会では、発電コストおよび温室効果ガス排出削減コストに関する最新状況を紹介することで、日本

政府の議論が誤った前提や仮定に基づいたガラパゴス的なものであることを明らかにする。同時に、原発推

進の別の理由である核兵器産業の保護や核兵器転用ポテンシャルの維持に関しても議論する。 
 

                                                        講師 明日香壽川 

 

講演抄録 

 

※ グリーンニューディール ： 再エネ・自然資源などへの投資で温暖化防止と景気活性化を図る経済政策 

  グリーンウォッシュ ： うわべだけ環境保護に熱心にみせること 

会場参加の皆様へ 

原子力市民委員会へのカンパにご協力をお願いします 

 会場参加の方にお配りした冊子『今こそ知りたい エネルギー・温暖化政策 Q&A』（500円）は発行

元の原子力市民委員会と執筆者・明日香先生の御厚意により無料でご提供いただきました。 

 代わりに原子力市民委員会ではカンパを求めています。ぜひご協力をお願いします。 

カンパ箱は受付にあります 

 

資料 
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石川県保険医協会「原発・いのち・みらいプロジェクト」の紹介 

 

 保険医協会における東電福島原発事故に対する取り組み 

石川県保険医協会（医療・福祉制度の改善を求めて様々な活動を行っている、石川県内の医師・歯科

医師 1,000人の団体）は、東京電力福島第一原発事故に対して、いのちを守る医師・歯科医師の

団体として、徹底した情報開示と事実の検証の必要性を内外にアピールする取組みを行ってい

ます。 

 隔月でプロジェクト会議を開催 

2012年７月に立ち上げた「原発・いのち・みらいプロジェクト」では、隔月でプロジェクト会

議を開き、原発事故や福島県民健康調査の状況、チェルノブイリ原発事故の健康影響等の資料

等を収集し、「医師の立場から市民の皆さんに発信できることはなにか」を中心に検討を重ね

ています。 

 これまでの活動 

プロジェクトメンバーを講師としたオンライン講座、市民公開講演会を開催し、市民の皆さん

とともに学び、ともに未来を考える場を作っています。このほか、機関紙「石川保険医新聞」

に「原発・いのち・みらい」をテーマとした連載も継続しています。 

 

１ ．市民公開講演会（原発・いのち・みらいシリーズ講演会）開催一覧 

回 テーマ 講師（敬称略） 開催日／会場 参加者 

１ 
福島原発事故でどんなことが起こって

いるのか 
児玉 一八 

2011年 4月 28日（木） 

近江町交流プラザ 

55人 

 

２ 
過去の原子力被災から福島原発事故を

考える－土壌調査からみる放射線汚染 
山本 政儀 

2011年７月 28日（木） 

石川県女性センター 
42人 

３ 放射線被曝の実相と健康被害を考える 松井 英介 
2011年９月 23日（祝） 

近江町交流プラザ 
70人 

４ 放射線の健康影響 矢ヶ﨑克馬 
2012年 2月 19日（日） 

ホテル金沢 
140人 

５ 福島原発事故の現状と未来 小出 裕章 
2012年 11月 11日（日） 

ホテル金沢 
450人 

6 
原発報道―東京新聞『こちら特報部』は

こう伝えた 
野呂 法夫 

2013年 3月 17日（日） 

金沢都ホテル 
146人 

7 メディアが報道しない福島の真実 荒木田 岳 
2013年 7月 7日（日） 

近江町交流プラザ 
90人 

8 こどもと低線量被ばく 谷内江昭宏 
2013年 11月 24日（日） 

金沢市異業種研修会館 
100人 

9 
チェルノブイリ事故の医療支援の経験

から福島を考える 
菅谷 昭 

2014 年 10 月 26 日（日）

金沢都ホテル 
200人 

10 
漫才を武器に、原発事故を追い続ける！ 

芸人ジャーナリストおしどりマコ・ケンの福島取材報告 

おしどりマ

コ・ケン 

2015年 10月 29日（日） 

金沢都ホテル 
150人 

11 小児外科医等と語る小児甲状腺がん 
大浜 和憲 

河野 晃 

2016年 6月 30日（木） 

近江町交流プラザ 
35人 
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12 家族・職業・災害 赤城 修司 
2016年 11月 27日（日） 

近江町交流プラザ 
57人 

13 
東電原発事故から 6年 

福島で被災した医師が伝えたいこと 
種市 靖行 

2017年 6月 29日（木） 

近江町交流プラザ 
95人 

14 
放射線被ばくの健康影響 

－医療被ばくから福島における甲状腺がん多発まで－ 
崎山比佐子 

2017年 11月 19日（日） 

ホテル金沢 
93人 

15 
3.11からの私たちの歩み 

～大切なものを見つめて～ 
千葉 由美 

2018年 6月 17日（日） 

石川県教育会館 
50人 

16 
トモダチ作戦 

兵士たちの放射線障害と裁判 

エイミー・

ツジモト 

2018年 10月 21日（日） 

近江町交流プラザ 
68人 

17 
芸人・記者おしどりマコ・ケンの原発事

故取材報告 まず知ることが社会を変える 

おしどりマ

コ・ケン 

2019年 12月 15日（日） 

ホテル金沢 
97人 

18 
東京電力福島第一原子力発電所事故発

生から１０年「原発・いのち・みらい」 

菅谷 昭 

小出 裕章 

おしどりマ

コ・ケン 

2021年 3月 14日（日） 

ホテル金沢 
87人 

19 
東電福島原発事故作業員の 10年間 

一人ひとりの声を記録して 
片山 夏子 

2021年 12月 5日（日） 

ホテル金沢 
100人 

20 
総理大臣として直面した福島原発事故

の真実 
菅 直人 

2023年 3月 5日（日） 

ホテル金沢 
139人 

21 
今こそ知りたい！エネルギー・温暖化政

策 
明日香壽川 

2023年 10月 15日（日） 

地場産業振興センター 
 

 

２ ．出前講座 

回 テーマ 主催 開催日 

１ 放射能から体を守る 富山避難者グループ 2013年 12月 15日 

２ 放射線の被害 保険医協会会員医療機関 2014年 4月 24日 

３ 放射線の被害 平和運動センター 
 

４ 今の福島で起きていること 保養キャンプ主催団体 2016年 6月 4日 

 

３ ．オンライン講座 ～いっしょに考えよう！ 放射線の健康影響のこと～ 

回 テーマ 話題提供 開催日 

１ 東電福島原発事故後の甲状腺検査について 種市靖行 2023年 6月 27日 

 

４ ．内部勉強会 

福島原発事故の現状と健康影響、低線量被曝の問題などについて、不定期で内部勉強会を開

催しています。 

 

 

石川県保険医協会 
〒920-0853 金沢市本町 2－11－7 金沢フコク生命駅前ビル 7階 

ＴＥＬ 076-222-5373 ＦＡＸ 076-231-5156 HP http://www.ishikawahokeni.jp/ 
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石川県保険医協会石川県保険医協会
第 21 回 原発・いのち・みらいシリーズ講演会

今こそ 知りたいエネルギー・温暖化政策今こそ 知りたいエネルギー・温暖化政策

2023年10月15日2023年10月15日

東北大学 東北アジア研究センター・同大学院環境科学研究科教授

明日香壽川

asukajusen@gmail.com

内容内容

1.早急なエネルギー転換の必要性1.早急なエネルギー転換の必要性

2.脱炭素における原発の非合理性

3.日本版グリーン・ニューディール

（レポート2030）と政府GX基本（レポート2030）と政府GX基本

戦略との比較

4.まとめ

2

Takeaway メッセージTakeaway メッセージ

政府は、「脱炭素」という言葉でカモフラージュ

しながら、実際には今の原発・化石燃料に依存すしながら、実際には今の原発・化石燃料に依存す

るエネルギーシステムを維持し、経産省により多

くの権限と予算を与えようとしている

エネルギー・温暖化対策では、原発よりも良いエネルギー・温暖化対策では、原発よりも良い

（経済合理性がより高い）代替案がある（経済合理性がより高い）代替案がある

結局は技術的あるいは経済的な問題ではなく、政

治的な問題
3

1.早急なエネルギー転換の必要性

4
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Figure 1

熱波熱波
1986-2005年平均をベースラインとして比較
した場合の熱波影響人口の増加量（人・日）した場合の熱波影響人口の増加量（人・日）

1歳未満

65歳以上

出典：The 2021 report of

the Lancet Countdown on

health and climate change:

The Lancet 2021 3981619-1662DOI: (10.1016/S0140-6736(21)01787-6)

health and climate change:

https://www.thelancet.com/journals

/lancet/article/PIIS0140-

6736(21)01787-6/fulltext

5

Figure 7

干ばつ干ばつ
被害面積の増加量（1949〜2020年）

The Lancet 2021 3981619-1662DOI: (10.1016/S0140-6736(21)01787-6)
出典：The 2021 report of the Lancet Countdown on health and climate change:

https://www.thelancet.com/journals/lancet/article/PIIS0140-6736(21)01787-6/fulltext 6

洪水
被害人口の予想増加量（2010〜2100年）

洪水
被害人口の予想増加量（2010〜2100年）

出典：King et al. (2015）

7
→単位は千万〜億人！

現在の気象災害避難者は年間現在の気象災害避難者は年間
約3000万人

紛争・暴力 災害

気象災害

暴風雨

干ばつ
洪水

8https://www.internal-displacement.org/global-report/grid2021/index.html

干ばつ

異常高温 地滑り
山火事- 6-



1.5℃目標達成の排出経路1.5℃目標達成の排出経路

IPCC AR6 1.5℃の排出経路

(カーボン・バジェット）
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2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055

1.5℃83% 1.5℃67% 1.5℃50%

9
出典：明日香 壽川, 歌川 学, 甲斐沼 美紀子, 佐藤 一光, 槌屋 治紀, 西岡 秀三, 朴 勝俊, 松原 弘直（2022） 「パリ協定
およびグラスゴー気候協定の1.5℃目標の実現可能性をより高めるための日本の第6次エネルギー基本計画代替案」, 環
境経済・政策研究, 2022 年 15 巻 1 号 p. 29-34

各国の2030年CO 削減目標各国の2030年CO2削減目標
（1990年比）（1990年比）

デンマーク

英国

デンマーク

EU

ドイツ

米国

スイス

0 20 40 60 80

日本

%
0 20 40 60 80

%

10

石炭火力転換ランキング石炭火力転換ランキング

13 Apr. 2022

11https://www.e3g.org/news/e3g-coal-transition-progress-tracker-oecd-eu-countries/

世界の再エネ電力割合世界の再エネ電力割合
（1990-2020）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ノルウェー
デンマーク

オーストリアオーストリア
カナダ

スウェーデン
リトアニア
ポルトガルポルトガル

フィンランド
ドイツ

英国
スペイン
イタリアイタリア

アイルランド
EU

OECD
中国中国
世界

ベルギー
オランダ
フランス

日本
1990

12出典：英国石油統計（2021）から作成

日本
米国

2020- 7-



太陽光発電コスト太陽光発電コスト

13

出典：https://www.irena.org/-
/media/Files/IRENA/Agency/Publication/2022/Jul/IRENA_Power_Generation_Costs_202
1.pdf?rev=34c22a4b244d434da0accde7de7c73d8

2. 脱炭素における原発の非合理性

14

基本的に高い！基本的に高い！

1. 再エネ新設+蓄電池のコストは原発の運転

コストとほぼ同じになっている

2. IEA最新データでは、温室効果ガス排出削2. IEA最新データでは、温室効果ガス排出削

減コストでも、原発運転延長は再エネ新設

よりも6倍高い（削減量は6分の1）

3. 原発には、再エネに比較して巨額の税金と3. 原発には、再エネに比較して巨額の税金と

電気料金が支払われている（明日香2023

15
参照）

原発新設は再エネ新設よりはるかに高い原発新設は再エネ新設よりはるかに高い

機関・組織名 原発新設と再エネ新設のコスト比

米エネルギー情報局 2倍

Lazard 3～8倍Lazard 3～8倍

Bloomberg 5〜13倍

注：均等化発電コスト（LCOE）の比較

16
出典：Lovins（2022）、Lazard（2020）、BNEF（2020）、USEIA（2022）より作成
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2013年頃から原発新設は高い2013年頃から原発新設は高い

発電エネルギー技術の新設コスト比較

30

米セント
/kWh 25

15

20
原子力

石炭

天然ガス

10

15
天然ガス

太陽光

陸上風力

0

5

17出典：Lazard（2021）

0
2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

米政府機関の米エネルギー情報局米政府機関の米エネルギー情報局
（EIA）も毎年そのような数値を公表

2022年発電エネルギー技術のコスト比較（米国）

種類 稼働率
均等化
資本費

均等化
運転費
（固定

均等化
変動費

均等化
送電費

総均等
化費用

税額控除
均等化費
用（税額種類 稼働率

資本費 （固定
費）

変動費 送電費 化費用
税額控除 用（税額

控除後）

調整可能電源

高効率石炭火力 85% 52.11 5.71 23.67 1.12 82.61 NA 82.61

天 然 ガ ス 火 力
87% 9.36 1.68 27.77 1.14 39.94 NA 39.94

原子力

（熱電併給）
87% 9.36 1.68 27.77 1.14 39.94 NA 39.94

原発 90% 60.71 16.15 10.30 1.08 88.24 -6.52 81.71

地熱 90% 22.04 15.18 1.21 1.40 39.82 -2.20 37.62

バイオマス 83% 40.80 18.10 30.07 1.19 90.17 NA 90.17

資源制約型電源

陸上風力 41% 29.90 7.70 0.00 2.63 40.23 NA 40.23

洋上風力 44% 103.77 30.17 0.00 2.57 136.51 -31.13 105.38

太陽光
太陽光（独立型） 29% 26.60 6.38 0.00 3.52 36.49 -2.66 33.83

太陽光（蓄電池4時

間との組み合わせ）
28% 34.98 13.92 0.00 3.63 52.53 -3.50 49.03

水力 54% 46.58 11.48 4.13 2.08 64.27 NA 64.27

容量資源技術

18
出典：USEIA（2022）

容量資源技術

ガスタービン 10% 53.78 8.37 45.83 9.89 117.86 NA 117.86

蓄電池 10% 64.03 29.64 24.83 10.05 128.55 NA 128.55

最近日本政府が引用する2020年IEA
文献では、原発新設は安くないけど運
転延長は安い転延長は安い

発電コスト比較発電コスト比較

事業用
太陽光陸上

風力
原発ガス熱

洋上
風力

商用
太陽光

屋根上
太陽光

太陽熱
地熱

バイオ
マス

褐炭
(CCS 付き)

一般炭
(CCS 付き)

ガス熱
電併給

水力
ダム

米ドル/MWh

原発

延長

原発
新設褐炭

一般炭
ガス熱
電併給

太陽光 太陽熱
小水力 地熱 (CCS 付き)

電併給
(CCS 付き)

19出典：IEA/OECD NEA（2020）

しかし、Lazard（2021）では原発
運転コスト（限界コスト）は再エネ新
設コストと同じか高い設コストと同じか高い

新設の風力・太陽光の均等化発電コスト（LCOE） 石炭火力、原発、ガス複合発電の限界コスト新設の風力・太陽光の均等化発電コスト（LCOE） 石炭火力、原発、ガス複合発電の限界コスト

）
発

電
コ

ス
ト

（
U
S
$
/
M

W
h
）

太陽光（米国補助金付き）

風力（米国補助金なし）

太陽光（米国補助金なし）

発
電

コ
ス

ト
（

風力（米国補助金付き）

20出典：Lazard (2021）

ガス複合発電原発石炭火力発電事業用太陽光陸上風力
（補助金付き）

陸上風力 発電事業用太陽光
（補助金付き）- 9-



原発は、基本的に（常に）建設コスト原発は、基本的に（常に）建設コスト
が上方修正され工期は延長

工期延長およびコスト上昇事例

フランス フラマンビル３号機
米 ボーグル３号機

フィンランド オルキルト３号機

韓国 新古里3・4号機

出典：IEA（2022） 21

最近の日本政府が引用する別の2022
年IEA文献では原発新設はかなり高く
なっている

新設発電コスト比較（2020〜2050年）

なっている

EUEU

米国

インド

中国中国

原発 発電事業用太陽光 陸上風力 洋上風力

22出典：IEA（2022a）

同文献では運転延長も安くない（蓄電池同文献では運転延長も安くない（蓄電池
を含めても）

各種・各地域発電コスト比較（2030年）

原発運転延長
発電事業用太陽光原発新設 陸上風力

+蓄電池

23

出典：IEA
（2022a）

温室効果ガス排出削減コストでは、原発

運転延長と再エネ新設はほぼ同じ

（3年前のIEA文献）（3年前のIEA文献）

水力新設
天然ガス火力新設温室効果ガス

排出削減コスト

稼働まで
の速さ

屋根上太陽光発電

水力新設

洋上風力

原子力新設

陸上風力リパワリング

排出削減コスト
（米ドル/t-
CO2）

発電事業用太陽光
陸上風力新設

原発稼働期間延長

陸上風力リパワリング

出典：IEA
（2020）

発電事業用太陽光
陸上風力新設

雇用創出数（人）
水力リパワリング

24

（2020）- 10-



しかし最新IEA文献（アップデート）ではしかし最新IEA文献（ ）では

温室効果ガス排出削減コストでも運転延

長よりも再エネ新設の方がはるかに安い

）

長よりも再エネ新設の方がはるかに安い

水力新設

ガス火力

U
S
$
/
t-

C
O

2
）

原発新設（56.2 US$ ）

洋上風力新設

太陽光屋根上

温
室

効
果

ガ
ス

排
出

削
減

コ
ス

ト
（

U
S
$
/
t

差が6倍になっている！
洋上風力リパワリング

原発運転延長（17.0 US$ ）
陸上風力新設

温
室

効
果

ガ
ス

排
出

削
減

コ
ス

ト
（

差が6倍になっている！

水力リパワリング 事業用太陽光 （2.9 US$ ）

陸上風力新設

温
室

効
果

ガ
ス

排
出

削
減

コ
ス

ト
（

建設時の雇用増加数（人）
https://www.iea.org/data-and-statistics/charts/job-creation-per-million-dollars-of-capital-investment-
in-power-generation-technologies-and-average-co2-abatement-costs 25出典：IEA（2022b）

原発は、温暖化対策として、高すぎ、原発は、温暖化対策として、高すぎ、

少なすぎ、遅すぎ、リスクありすぎ、

不確実すぎ

• 原発に投資すると、同じお金を再エネに投資した場

合に比べてCO2排出削減量は数分の1で、かつ、そ

の排出削減は10数年後に実現の排出削減は10数年後に実現

• その上に、事故リスク、攻撃対象リスク、核拡散リ

スク、廃棄物処理などの問題がある

• 再エネよりも雇用創出が小さい• 再エネよりも雇用創出が小さい

26

ではなぜ原発？ではなぜ原発？

原発建設には、下記のような温暖化対策や経済合理性原発建設には、下記のような温暖化対策や経済合理性

を越えた理由があると考えられる

利権維持

火力発電維持火力発電維持

核兵器転用技術ポテンシャル維持核兵器転用技術ポテンシャル維持

核兵器産業維持（原子力潜水艦開発なども）

27

3.日本版グリーン・ニューディール
（レポート2030）と政府GX実行（レポート2030）と政府GX実行
計画との比較

28

- 11-



29

出典：未来のための
エネルギー転換研究
グループ（2021）

30

GR戦略における経済効果などGR戦略における経済効果など
（GR戦略のミソ）

• 投資額：2030年までに累積約202兆円（民間約151兆円、
公的資金約51兆円）、2050年までに累積約340兆円公的資金約51兆円）、2050年までに累積約340兆円

• エネルギー支出削減額：2030年までに累積約358兆円
（2050年までに累積約500兆円）（2050年までに累積約500兆円）

• 雇用創出数：2030 年までに約2544万人年（年間約254
万人の雇用が10年間維持）万人の雇用が10年間維持）

• GDP効果：2030年までに累積205兆円（政府予測GDPに
対する増加額）対する増加額）

• 大気汚染による死亡の回避：2030年までにPM2.5曝露によ
る2920人の死亡を回避

• 電力不足、電力価格上昇がないことも検証ずみ
31

GR戦略の経済合理性GR戦略の経済合理性

エネルギー支出削減と対策設備投資
（2021〜2030年までの累積額）（2021〜2030年までの累積額）

350

400

200

250

300

額
［
兆
円
］

GR戦略の経

済合理性

50

100

150

累
積
額

出典：未来のためのエネ
0

エネ支出削減額 投資額

GR戦略は再エネ・省エネ導入量、投資額（政府と民間）、エネル

出典：未来のためのエネ
ルギー転換研究グループ
（2021）

32

GR戦略は再エネ・省エネ導入量、投資額（政府と民間）、エネル
ギー支出削減額、雇用創出数などを計14の分野別に細かく積算

- 12-



GR戦略における雇用転換のイメージGR戦略における雇用転換のイメージ

日本の様々な企 雇用転換・日本の様々な企

業・産業からの
転職および新卒
などの新規就職

雇用転換・
雇用吸収 現時点での再エネ産業による雇用（約27

万人）

エネルギー転換で新たに創出される雇用
2030年まで約2544万人年（年間約254万人
の雇用が10年間維持）

などの新規就職

・農林水産鉱山: 1.1万人
エネルギー転換

雇用転換

新規雇用創出の内訳（年間）

・製造業:60.3万人

・建設:46.9万人

・農林水産鉱山: 1.1万人で何らかの影響
をうける雇用
（約20万人）

雇用転換

・第三次産業:145.1万人
うち卸売小売業:61.1万人

・製造業:60.3万人

うち金属製品・機械44.8万人配置
転換 出典：未来のため

のエネルギー転換
研究グループ

33

うち卸売小売業:61.1万人
うちサービス業（事業者向等） : 40.1万人同企業内の移動

研究グループ
（2021）

政府GX:投資内容に問題多し

政府2022年GX基本計画（年間投資額）

政府GX:投資内容に問題多し

政府2022年GX基本計画（年間投資額）

分野
予算

（年間）
内容

予算内訳

（年間）

1 水素・アンモ

ニア
約 0.7 兆円 大規模強靭サプライチェーン構築（27 年〜稼働） 約 0.5 兆円

インフラ整備・既存設備投資 約 0.1 兆円インフラ整備・既存設備投資 約 0.1 兆円

技術優位性確保研究開発、国内先進研究拠点整備 約 0.1 兆円

2 蓄電池 約 0.7 兆円 蓄電池・材料の製造工場投資 約 0.4 兆円

研究開発 約 0.3 兆円

3 鉄鋼業 約 0.3 兆円 約 0.3 兆円

4 化学産業 約 0.3 兆円 約 0.3 兆円

5 セメント産業 約 0.1 兆円 カーボンニュートラルに資する製造工程の開発 約 0.1 兆円

6 紙パルプ産業 約 0.1 兆円 約 0.1 兆円6 紙パルプ産業 約 0.1 兆円 約 0.1 兆円

7 自動車産業 約 3.4 兆円 電動乗用車普及 約 1.2 兆円

電動商用車普及 約 0.3 兆円

研究開発 約 0.9 兆円

蓄電池製造・開発関連 約 0.7 兆円

電動車関連インフラ 約 0.1 兆円

カーボンリサイクル燃料 約 0.04 兆円0.04

製造工程の脱炭素化 約 0.2 兆円

8 資源循環産業 約 0.2 兆円 資源循環加速のための投資 約 0.2 兆円

9 住宅・建築物 約 1.4 兆円 約 1.4 兆円

10 デジタル 約 1.2 兆円 脱炭素のためのデジタル投資 約 1.2 兆円

11 航空機産業 約 0.5 兆円 約 0.5 兆円

12 海事産業 約 0.3 兆円 ゼロエミッション船舶 約 0.3 兆円

13 バイオものづ 約 0.3 兆円 約 0.3 兆円13 バイオものづ

くり
約 0.3 兆円 約 0.3 兆円

14 再生可能エネ

ルギー
約 2 兆円 約 2 兆円

15 次世代ネット

ワーク
約 1.1 兆円 系統・調整力 約 1.1 兆円

16 次世代革新炉 約 0.1 兆円 約 0.1 兆円

17 運輸部門 0 0

34

18 インフラ分野 0 0

19 カーボンリサ

イクル燃料
約 0.3 兆円 約 0.3 兆円

20 CCS 約 0.4 兆円 約 0.4 兆円

21 食料・農林水

産業
0 0

22 地域・くらし 0 0

出典：経産省（2022b）
より筆者作成

政府GX:優先順位が間違っている政府GX:優先順位が間違っている
各分野の投資額、削減量、経済効果

分野 種類
2030 年ま
での投資
額[兆円]

民間投資・財政
支出割合

２050 年までの
累積エネ支出削
減額[兆円]

2030 年までの
雇用創出数
[万人・年]

投資額あたり
雇用創出数
[人年/億円]

2030 年の
CO2 削減量
[Mt-CO2]

電

力・

熱

1.再エネ発電所 29.3 主に民間 86.3 285 9.7 360

2.送電網、配電網 16.0 主に財政 287 17.9

3.熱供給網 6.0 主に財政 108 18.0 32
熱

産業

4.素材製造業の
電力、熱利用関
係

18.5 主に民間 23.1 179 9.7 58

5.非素材製造業
の電力、熱利用
関係

7.3 主に民間 14.6 62 8.5 21

業務

6.電力、主に機械
設備

17.8 主に民間 35.6 128 7.2 45

7.熱、主に断熱建

財政支出（国費）の
対象は、

業務 7.熱、主に断熱建
築、ゼロエミッショ
ンビル

16.8 主に民間 42.1 275 16.3 28

家庭

8.電力、主に家
電、機器

13.3 主に民間 26.7 96 7.2 20

9a.熱、主に断熱
建築、ゼロエミッ
ションハウス

15.2 主に民間 30.3 267 17.6

289b.熱、主に断熱
建築、ゼロエミッ

1.7 主に財政 3.4 30 17.6

対象は、
1. 送電網
2. 地方公共交通イン

フラ建築、ゼロエミッ
ションハウス（公
営住宅）

1.7 主に財政 3.4 30 17.6

運輸

10.乗用車、タクシ
ー、バスの電気
化・燃費改善

20.4 主に民間 57.6 183 9.0 81

11.トラック電気
化、燃費改善

11.2 主に民間 35.5 119 10.6 38

12.鉄道、船舶、航
空の高効率化

1.5 主に民間 3.0 10 6.7 3

フラ
3. ソフトインフラ

空の高効率化

13.運輸インフラ 9.4 主に財政 167 17.8 3

小計 185 358 2196 11.9 714

うち財政支出 33 562 17.0

人的

イン

14.専門家支援・
人材育成

13 主に財政 251 19.0

15.労働力の円滑
な移行

5 主に財政 97 20.6 出典：未来のための

35

フラ
な移行

5 主に財政 97 20.6

小計 18 348 39.7

合計

202 358 2544 12.6 714

うち財政支出 51 910 17.8

出典：未来のための
エネルギー転換研究
グループ（2021）

誰が仕切るかも重要誰が仕切るかも重要

• 日本での排出量取引制度導入は13年前に

一回頓挫一回頓挫

• 返り討ち• 返り討ち

• 現案は、国庫に入る税ではなく、経産省に• 現案は、国庫に入る税ではなく、経産省に

入る賦課金

• 「GX推進機構」設立によって制度設計や

財源も含めて完全に経産省主導に財源も含めて完全に経産省主導に
36
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4.まとめ4.まとめ

37

無駄にするお金や時間はない！無駄にするお金や時間はない！

• 政府の2030年46%削減目標（13年比）は1.5度

目標に整合性なく、それさえ目標達成を危ぶまれて目標に整合性なく、それさえ目標達成を危ぶまれて

いる

• ゆえに、早急なエネルギー転換および温室効果ガス• ゆえに、早急なエネルギー転換および温室効果ガス

排出削減が必要

• 原発への投資は他の発電技術エネルギーへの投資と

比較して排出削減量は小さくて、かつ排出削減は比較して排出削減量は小さくて、かつ排出削減は

10数年後なので非合理的

• さらに、原発特有のリスクがあり、雇用も生まない

38

• さらに、原発特有のリスクがあり、雇用も生まない

より良い代替案はあるけど特効薬はないより良い代替案はあるけど特効薬はない

• 原発を選択する理由は誤解、利権、火力維持、核兵•

器転用ポテンシャル維持など

• 原発・化石燃料の代替案（再エネ・省エネ）の方が• 原発・化石燃料の代替案（再エネ・省エネ）の方が

電気代が低下し、電力不足にもならない。GDP低

下もなく、逆に雇用は全体的には増加（特に地方で下もなく、逆に雇用は全体的には増加（特に地方で

増加）

• しかし、レポート2030にある代替案（13年比60

数%）でも1.5度目標とは整合しない

39

数%）でも1.5度目標とは整合しない

結局、技術的、経済的な問題ではなく結局、技術的、経済的な問題ではなく
政治的な問題政治的な問題

• 脱炭素は気候危機回避のためだけでなく、光熱費削•

減・光熱費の地域外流出削減、省エネ再エネ設備投

資の地域企業の受注など地域のメリット大きい資の地域企業の受注など地域のメリット大きい

• 基本的に、エネルギー転換や気候変動対策に特効薬•

はなく、すべての分野で再エネ・省エネ導入を進め

るための政策を地道に策定・導入し、阻害するようるための政策を地道に策定・導入し、阻害するよう

な政策を阻止・廃止していく必要がある（抵抗勢力

40
は強い）
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今後の課題今後の課題

• 原発は気候変動対策としても経済政策としてもデメ• 原発は気候変動対策としても経済政策としてもデメ

リットしかなく、逆に気候変動対策を邪魔する存在で

あることに対する共通認識形成は大事あることに対する共通認識形成は大事

• また、現在、日本では多くの新電力がつぶれて、再エ

ネ市場は縮小。大きな要因は電力自由化が不十分なこ

と。逆に寡占状態が進んでいることも国民に伝えるべと。逆に寡占状態が進んでいることも国民に伝えるべ

き

• 労働組合との雇用転換に関する議論はこれから• 労働組合との雇用転換に関する議論はこれから

• 研究としては、発電コストの再計算、原発・エネル

ギーに対する政府補助金の分析、地方版グリーン

41

ギーに対する政府補助金の分析、地方版グリーン

ニューディールが重要

今後の期待：未来世代法今後の期待：未来世代法

• 未来世代の幸せを考慮することを義務付ける法律

（ウェールズが2015年に制定）

• 現在、世界の12カ国で同様な法律を導入しようと• 現在、世界の12カ国で同様な法律を導入しようと

する動きがある（英国議会では法案が既に上院をする動きがある（英国議会では法案が既に上院を

通過）

• 立憲民主党が議員立法予定

•

42

• 市民が活発に動いている

43https://futuregenerations.jp/
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受受付付でで販販売売！！   
  

  

  
  特価 2,600 円（税込）  

  
  

  
気候危機の現状から地域活性化まで 

世界が注目する「脱炭素」の今がわかる！  
 

 

～目次～ 

 

序章「気候危機」と「脱炭素」総論――明るい未来のために 

1 「脱炭素」とは？ 

2 社会を元気にするという視点から 

3 「脱炭素」合意までの長い道のりとこれから 

4 世界と日本の取り組みを比較する 

5 日本の遅れとその原因 電力制度改革と 

                            インフラ対策から見る 

6 国策の現状とエネルギー価格の高騰 

7 「社会を元気にする脱炭素」を進める 

 

第１章「地球温暖化」と「気候危機」 

◆１ 地球温暖化とその原因 

◆２ 地球温暖化の影響 

◆３ 温室効果ガス排出の現状 

◆４ 気候危機の科学的理解と対策の経緯 

 

第２章 気候危機対策の全体像 

◆１ 温室効果ガス対策 

◆２ ゼロカーボンのためのエネルギー構造改革概論 

◆３ 制度と政策で「脱炭素」を支援する 

◆４ 気候被害を回避する適応策 

 

第３章 「脱炭素」への技術的対策 

◆１ エネルギー技術論の基本 

◆２ 省エネ・エネルギー転換による需要削減 

◆３ 再生可能エネルギーの導入促進 

◆４ 水素・アンモニア・原子力 

◆５ エネルギー輸送・貯蔵、分散型エネルギーシステム 

 

第４章 社会を元気にする脱炭素 

◆１ 「脱炭素」で日本経済と地域を活性化する 

◆２ 再エネの拡大にあわせた電力市場設計 

◆３ 全分野で政策を進める 

 

付録 世界と日本のエネルギーと温室効果ガスデータ 

 数量限定！  
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